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１．　は じめ に

中国電力株式会社か らの報告で主要な原因 とされて い る点検計画表 の策定
段階の 問題点、 点検の実施段階にお ける問題、 点検実績の反映段階の 問題に
ついて 、 当社の保守管理の し くみに 同様の 問題が ないか確
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中国電力株式会社か らの報告で主要な原因 とされて い る点検計画表 の策定
段階の 問題点、 点検の実施段階にお ける問題、 点検実績の反映段階の 問題に
ついて 、 当社の保守管理の し くみに 同様の 問題が ないか確

１．　は じめ に��

中国電力株式会社か らの報告で主要な原因 とされて い る点検計画表 の策定��
段階の 問題点、 点検の実施段階にお ける問題、 点検実績の反映段階の 問題に��
ついて 、 当社の保守管理の し くみに 同様の 問題が ないか確認 した。��

本問題に係る確認方法��

当社にお ける保守管理は 、 美浜発電所が運転を開始 した以降、 時代 ととも��
にそ の管理手法が変遷 して きてい る。 導入初期 （昭和 ４Ｏ～５Ｏ年代）には 、��

点検計画は手書き、 ワープ ロ 等に よ る管理を実施 していたが 、 平成に入 り、��

シス テ ム に よる管理に
一

部移行を実施 して きた。��

さらに平成 ｌ３年頃 よ り、 点検方法、 点検計画を
―

元的に管理で きる原子��

力保全総合シス テ ム （以 下 「Ｍ３５」とい う）の 開発に着手 し、 各種データ��

を移行 して 、 平成 ｌ５年に運用 を開始 し、 現在、 継続的改善を実施 しなが ら��

同 シス テ ム を運用 して い る。 なお 、 点検対象箇所数が多い配管な どの設備に��
ついて は 、 よ り詳細な管理が必要なた め 、 専用 の シス テ ム を併用す るな ど し��

て管理を行っ てい る。��

今回の 問題について は 、 保守管理の不備に至 っ た 中国電力 にお け る運用 と��
の相違を、 まず当社の原子力発電所にお ける１��保守管理手法の変遷に よ り確認��
した うえで、 保守管理に係 る社内標準類、 点〕��倹計面策定等に係 るマ ニ ュ アル��

類を中心に業務フ ロ ーを確認 し、 実際の点検計画策定に係 る確認行為等 につ��

いて帳票、 シス テ ム 画面等に よ り確認 した。��

確認結果��

３．　１　 当社における保守管理手法の変遷��
当社にお ける保守管理手法の変遷の概要 は以下の とお りである。��

（保守管理の変遷の概要）��
昭和 ５Ｏ年代��社内標準に点検基準を規定 し、 点検基準に基づ き、��

ワープ ロ
、 手書き等にて 点検計画表を管理��

平成元年頃��「基幹重点 シ ス テ ム」を開発 し、 ワープ ロ
、 手書き��

等で管理 して きた点検計画表 を シ ス テ ム にデータ移��
行 して 、 本シス テ ム を ｌｌＪ心に運用��

平成 ｌ３年頃��Ｍ３５の 開発に着手。 基幹重点シス テ ム か らデータ��

移行、 データチ ェ ッ ク を実施��

半成 ｌ５年��Ｍ３５に よ る点検計画表の運用 を開始��

現在運用 してい るＭ３５は 、　２年程度の準備期間を設 けて慎重 に運用 を開��
始 した もので ある。 また 、 Ｍ３５の運用開始以降 ７年近 くにわた っ て 、 定期��
的な社内監査や定期安全管理審査な どの結果を踏ま えて 、 点検雷��

｀
画表 につい��

て継続的な改善を実施 して きて い る。 さらに 、 Ｍ３５の シス テ ム ｌ��について も 、��

人的過誤を防止するた めの改善を継続的に実施 して きて い る。��

２��

３��

１��



３．　２　 点検計画表の策定段階の 問題に係る確認

本問題について は 、 ①機器の構造又は機能上の理由に よ り分解点検が で き
ない機器を点検計画表に計上 した こ と、 ②点検計画表の策定時に過去の点検
実績 を十分に踏ま えず
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３．　２　 点検計画表の策定段階の 問題に係る確認��

本問題について は 、 ①機器の構造又は機能上の理由に よ り分解点検が で き��
ない機器を点検計画表に計上 した こ と、 ②点検計画表の策定時に過去の点検��
実績 を十分に踏ま えずに設定 した り誤っ て記入 した りした こ との ２点が原��

因 とされてお り、 それぞれについて 当社の状況を確認 した。��

ｌ）「機器の構造又は機能上の理由に よ り分解点検がで きない機器を点検計画��
表に計上 した こ と」について��

当社では 、 点検計画表は 、 設備 を所管す る作業担当課が過去の 点検実績��
や不具合等を踏まえて定めた保全指針に基づ き策定 してお り、 機器の構造��

又は機能上の理由に よ り分解点検が で きない機器が点検計画表 に計上 され��

る可能性は低い
。��

また 、　３．　ｌ項に記載 してい る とお り、 当社の原子力発電所 に お け る保��
全活動は 、 Ｍ３５に基づ く管理に移行 し、 点検計画表の継続的なチ ェ ッ ク��

及び改善を実施 しなが ら運用 して きてお り、 仮に誤つ た機器が点検計画表��
に計上 された と して も、 何年 もの 間、 そ の状況が継続する こ とは ない と考��
えてい る。��

（２）「点検計画表の策定時に過去の点検実績を十分に踏まえずに設定 した り誤��
つ て記入 した りした こ と」について��

当社では 、 点検計画表策定時に は点検記録を踏ま え策定する よ うにする��

と ともに 、 Ｍ３５の運用 開始に十分な準備期間を設けるな ど、 過去の点検��
実績が反映 されるよ う１

＾

分な配慮を して点検計画表を策定 して きてい る。��

ま た 、 仮に誤入力等が発見 された場合に は 、 点検実績等 を確認の上 、 点��

検計画表の見直 し等、 必要な対応 を実施す る こ とを社内標準に規定 し、 運��

用 してい る。��

なお 、 専用 の シス テ ム に よ り管理 してい る設備な どｉ��について も、 過去の��

点検実績を踏ま えて点検計画表 を策定す る こ とを社内７��原準に規定 し、 運用��
して い る。��

．　３　 点検の実施段階における問題に係 る確認��

本問題について は 、 ①点検計画表か ら点検工事仕様書に適切 に点検情報を��

取 り込まなかっ た こ と、 ②必要な資材の手配がで きなかっ たが 、 設備の健全��

性は 問題が ない と考え、 点検工事を実施 しなかっ た こ と、 ③工事仕様書に よ��

り要求す る点検内容が作業要領書に反映 されて い ない こ とを見落 と した こ��

と、 ④適切な部品仕様管理が で きなかっ たた め、 計画通 りに取替えがで きず 、��

ま た取替未実施 について 不適合管理が適切 に行われなか っ た こ との ４点 が��

原因 と されてお り、 それぞれについて 当社の状況を確認 した。��

（Ｉ）「点検計画表か ら点検工事仕様書に適切 に点検情報を取 り込まなかっ た��
こ と」について��

当社では 、 工事発注の際に は 、 工事等に関する機器仕様や実施内容を明��

確に した工事仕様書を作業担当課が調達文書 と して作成す る こ とを社内標��
準に規定 し、 運用 してい る。��

基本的に機器はＭ３５等 に登録 されて お り、 承認 された点検計画表 に対��
して 、 定検回次 と定検件名 を指定すれば、 当該定検にお け る点検機器、 作��

（��
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業内容な どを漏れな く指定する 「工事対象機器
一

覧表」をシス テ ム か ら自
動的に 出力する こ とが 可能であ り、 こ れを工事仕様書に添付 し調達文書 と

して い るので、 点検計画表の情報が工事仕様書に適切に取 り込まれる。

業内容な どを漏れな く指定する 「工事対象機器
一

覧表」をシス テ ム か ら自
動的に 出力する こ とが 可能であ り、 こ れを工事仕様書に添付 し調達文書 と

して い るので、 点検計画表の情報が工事仕様書に適切に取 り込まれる。

業内容な どを漏れな く指定する 「工事対象機器
一

覧表」をシス テ ム か ら自��
動的に 出力する こ とが 可能であ り、 こ れを工事仕様書に添付 し調達文書 と��

して い るので、 点検計画表の情報が工事仕様書に適切に取 り込まれる。��

（２）「必要な資材の手配ができなかっ たが 、 設備の健全件は問題が ない と考え���ヽ�

点検工事を実施 しなかっ た こ と」について��

当社では 、 発注 した もの の何 らかの理由に よ り点検が実施で きなかっ た��

場合、 作業担当課は状況を確認 し必要 に よ り技術評価を行 う等、 必要な処��

置を講 じる こ とになる。 こ の 際、 点検計画表にｌ��は 、 実績入力 は行わず 、 点��

検未実施の まま記録する こ とを社内標準に規定 ｌ��し、 運用 してい る。��

また 、 技術評価等の結果、 点検計画表の見直 しが必要 となっ た場合は 、��

担 当者がＭ３５等で点検計画表を見直 した後、 課長承認を得て シ ス テ ム 登��

録を行 うこ とを社内標準に規定 し、 運用 してい る。��

（３）「工事仕様書に よ り要求する点検内容が作業要領書に反映されていない こ��

とを見落 と した こ と」について��

当社では 、 作業担当課は 、 Ｔ事開始前に請負会社よ り提出 され る作業計��
画書を審査する際、 工事仕様書等の調達要求事項 との整合を確認 し、 作業��
計画書について課長の承認 を受けた後 に」‐事を開始す る こ とを社内標準に��

規定 し、 運用 して い る。��

（４）「適切 な部品仕様管理ができなかつ たた め 、 計画通 りに取替えが できず、��

また取替未実施について ィヽ適合管理が適切に行われなかっ た こ と」に��
ついて��

当社では 、 ⊥事発注の 際に は 、 作業担当課が 工事等に関す る機器仕様を��

明確に した工事仕様書を調達文書 と して作成 し、 課長等の確認を受け、 工��

事実施を決裁するこ とを社内標準に規定 し、 運用 してい る。��

また 、 施工会社に対 して 「作業中に不適合等を発見 した場合は 、 直 ちに��

当社工事担当者に報告する」こ とを調達要求す る とともに 、 計画通 りに作��
業を実施できない場合ｌ��に は 、 施工会社か らの報告に基づき不適合管理を行��
な うこ とを社内標準にヨ��規定 し、 運用 してい る。��

３．　４　 点検実績の反映段階の問題に係る確認��

本問題について は 、 設備主管課は点検が実施で きなかっ た こ とについて 、��

保修管理課に連絡 してお らず、 保修管理課 も連絡が なければ点検済み にする��

運用 を行っ て いた こ とが原因 とされてお り、 そ の こ とについて 当社の状況を��

確認 した。��

当社では 、 作業担当課の担当者が点検記録な どを確認 した上で 、 Ｍ３５等��
の点検計画表に実績を入力する運用 と してい る。 また 、 点検計画表管理部署��
と点検実施部署はいずれも作業担当課で あ り、 連絡 ミス に起因す る反映誤 り��

は発生 しない。��

また 、 仮に人力漏れが生 じ、 必要なデータが登録 されなかっ た と して も、��

点検計画表 を参照す る際に未登録データの存在 をシ ス テ ム が知 らせ る仕組��
み とな つ てお り、 未登録が放置 される こ とはない

。��

３��



４． 確認結果ま とめ

中国電力か らの 中間報告にお け る ｌ２３件の事案ｌ

析に よる と、 ①点検計画表の策定段階の 問題 、 ②点１険の実施段階にお ける問
題、 ③点検実績の反映段階の問題等が明 らか とな り、 点検計画表を中心 と
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析に よる と、 ①点検計画表の策定段階の 問題 、 ②点１険の実施段階にお ける問
題、 ③点検実績の反映段階の問題等が明 らか とな り、 点検計画表を中心 と

４． 確認結果ま とめ��

中国電力か らの 中間報告にお け る ｌ２３件の事案ｌ��

析に よる と、 ①点検計画表の策定段階の 問題 、 ②点１��険の実施段階にお ける問��
題、 ③点検実績の反映段階の問題等が明 らか とな り、 点検計画表を中心 と し��

に関する直接的な原因分��

た保守管理の１��

ついて 当社のＨ��

仕組みが十分機能 していない と考え られてお り、 これ らの点に��

伏況を確認 した。��

確認の結果、 同様の 問題はな く、 また 、 仮に誤 りが発生 した場合において��

も適切に是正がなされ、 ７��

る こ とか ら、 保守管理の仁��

Ｆ適合状態が長期間放置 されない仕組み となっ てい��

ヒ組みに 関 して同様の 問題はない もの と考える。��

以��上��

添付　 中国電力 の点検不備に対する確認結果��
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点検計画表は 、 作業担当課が過去の 点検実績等を踏ま
えて定めた保全指針に基づき策定しており、 分解点検がで

きない機器が点検計画表に計上される可能性は低い 。

また、 保全活動はＭ３５による管理に移行し、 点検計画表

点検計画表は 、 作業担当課が過去の 点検実績等を踏ま
えて定めた保全指針に基づき策定しており、 分解点検がで

きない機器が点検計画表に計上される可能性は低い 。

また、 保全活動はＭ３５による管理に移行し、 点検計画表

添付��

中国電力の点検不備ｌ‐対 ５る確認結果��

中国電力が公表した問題点�� 中国電力の再発防止対策�� 当社の状況��

①機器の構造又は機能上の理��

由により分解点検ができない機��
器を点検計画表に計上した��

点検計画表は 、 作業担当課が過去の 点検実績等を踏ま��
えて定めた保全指針に基づき策定しており、 分解点検がで��

きない機器が点検計画表に計上される可能性は低い 。��

また、 保全活動はＭ３５による管理に移行し、 点検計画表��
の継続的なチェック及び改善を実施しながら運用してきてお��

り、 仮に誤つた機器が点検計画表に計上されたとしても、 長��
期間その 状況が継続することはないと考えている。��

１）点検計画表の策��
定時における問題点��

点検計画の作成及び運用にお��
いては 、 点検内容の妥当性確��
認、 変更管理等を確実に実施し��

てい〈。��

②点検計画表の策定時に過去��
の点検実績を十分に踏まえずに��

設定したり誤って記入したりした��

点検計画表策定時には点検記録を踏まえ策定するように��

するとともに 、 Ｍ３５の運用開始に十分な準備期間を設ける��
なＦ

， 禍去の 点検実績が反映されるよう十分な配慮をして��

点検計画表を策定してきている。��

また、 仮に誤入力等が発見された場合には 、 点検実績等��
を確認の 上 、 点検計画表の見直し等、 必要な対応を実施す��
ることを社内標準に規定し、 運用している。��

①点検計画表か ら点検エ事仕��
様書に適切に点検情報を取り込��

まなかった��

工事発注の際には 、 機器仕様や実施内容を明確にした工��

事仕様書を作業担当課が作成することを社内標準に規定��
し、 運用 している。��

基本的に機器はＭ３５等に登録されており、 承認された点��
検計画表に対して 、 定検回次と定検件名を指定すれば、 当��
該定検における点検機器、 作業内容などを漏れなく指定す��
る「工事対象機器ー覧表」をシステムから自動的に出力す��
ることが可能であり、 これをエ事仕様書に添付し調達文書と��

しているので 、 点検計画表の情報が工事仕様書に適切に��

取り込まれる。��

（２）点検計画表に基��
づ〈点検実施における��

問題点��

②必要な資材の手配ができな��
かったが、 設備の健全性は問題��
がないと考え、 点検工事を実施��
しなかった��

点検計画表に基づく点検作業��

を確実なもの とするため 、 点検��
計画表をエ事仕様書に確実に��

反映する業務プロ セスや点検��
計画表を変更して行う場合の 業��

務プロ セスを改善 ・ 明確化す��
る。��

発注したもの の何らかの理由により点検が実施できな��

かつた場合、 作業担当課は状況を確認し必要により技術評��
価を行う等、 必要な処置を講じることになる。 この際、 点検��
計画表には 、 実績入力は行わず、 点検未実施のまま記録��
することを社内標準に規定し、運用 している。��

また、 技術評価等の結果 、 点検計画表の見直しが必要と��

なった場合は 、 担当者がＭ３５等で点検計画表を見直した��
後、 課長承認を得てシステム登録を行うことを社内標準に��

規定し、 運用 している。��

③工事仕様書により要求する点��
検内容が作業要領書に反映され��
ていないことを見落とした��

部品等の調達管理プ口 セスや��

調達製品の検証に係る改善、��

工事仕様書を変更するエ事内��

容となった場合の取り扱いの 明��

確化等を実施する。��

作業担当課は 、
工事開始前に請負会社より提出される作��

業計画書を審査する際、
工事仕様書等の調達要求事項と��

の整合を確認し、 作業計画書につ いて課長の承認を受けた��
後に工事を開始することを社内標準に規定し、 運用 してい��

る。��

④適切な部品仕様管理ができな��
かったため 、 計画通りに取替え��

ができず、 また取替未実施につ��

いて不適合管理が適切に行わ��
れなかった 。��

工事発注の際には 、 作業担当課が工事等に関する機器 ｌ��
仕様を明確にした工事仕様書を調達文書として作成し、 課��
長等の確認を受け、 工事実施を決裁することを社内標準に��

規定し、 運用 している。��

また、 施工会社に対して「作業中に不適合等を発見した場��
合は 、 直ちに 当社工事担当者に報告する」ことを調達要求��
するとともに 、 計画通りに作業を実施できない場合には 、 施��
工会社からの報告に基づき不適合管理を行なうことを社内��
標準に規定し、 運用 している。��

（３）点検計画表に基��
づ〈保守管理の運用��

上の問題��

①設備主管課は 、 点検が実施で��

きなかったことについて 、 保修管��
理課に連絡しておらず、 保修管��
理課も連絡がなければ点検済み��

にする運用を行っていた 。��

計画した点検の実績を報告しな��
いと「点検計画表」に反映され��

ない仕組みに変更し、 確実に点��
検実績が点検計画表に反映で��

きる仕組みとする。��

作業担当課の担当者が点検記録などを確認した上で 、 Ｍ��

３５等の 点検計画表に実績を入力する運用としている。 ま��

た、 点検計画表管理部署と点検実施部署はいずれも作業��
担当課であり、 連絡ミス に起因する反映誤りは発生しない 。��

また 、 仮に入力漏れが生じ、 必要なデータが登録されな��
かったとしても、 点検計画表を参照する際に未登録データ��
の存在をシステムが知らせる仕組みとなっており、 未登録��
が放置されることはない 。��
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